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貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱の取扱要領 

 

  この要領は、貨物自動車等の車種規制非適合車の使用抑制等に関する要綱第１２の規

定に基づき、その取扱について必要な事項を定めるものとする。 

１  第２第１号に規定する「対象自動車」とは、次の自動車をいう。ただし、消防用自

動車、救急用自動車その他道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号）第１３条

に規定する緊急自動車を除く。 

（１）貨物の運送の用に供する普通自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５

号）第３条に規定する普通自動車をいう。）であって、（５）に掲げる自動車以外の

もの 

（２）貨物の運送の用に供する小型自動車（道路運送車両法第３条に規定する小型自動

車（二輪の小型自動車を除く。）をいう。）であって、（５）に掲げる自動車以外のも

の 

（３）人の運送の用に供する乗車定員３０人以上の普通自動車であって、（５）に掲げる

自動車以外のもの 

（４）人の運送の用に供する乗車定員１１人以上３０人未満の普通自動車及び小型自動

車であって、（５）に掲げる自動車以外のもの 

（５）散水自動車、タンク自動車その他の特種の用途に供する普通自動車及び小型自動

車であって、自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法施行規則（平成４年総理府令第５３号）第３条に

規定するもの（人の運送の用に供する乗車定員１１人未満のものを除く。） 

  

 ２ 第２第１号中の「人の運送の用に供する乗車定員１１人未満の特種自動車」とは、

次の自動車をいう。 

（１）自動車検査証(車検証)の型式欄に記載されている識別記号が乗用自動車のもので

ある特種自動車 

（２）病人や傷病者を運送するための寝台又は担架を固定するための設備若しくは身体

障害者が着座した車いすを固定するための設備を有する特種自動車であって、乗車

定員が１１人未満のもの 

 

３ 第２第３号中の「自己の事業所その他の場所」とは、次のとおりである。 

（１）「事業所」には、自己の事業を行うための事務所、製造工場、物流センター、倉庫

等の場所が該当する。 

（２）「その他の場所」には、工事現場やイベント会場のほか、一時的な作業場所等の短

期間のみ事業を行う場所が該当する。 

 

４ 第２第４号中の「継続的に又は反復して」とは、次のとおりである。 

（１）「継続的に」とは、一定の期間、続けて行われる状況であること（例えば、営業日

には決まって貨物の運送が行われること。）をいう。 

（２）「反復して」とは一定の期間内に、繰り返して行われる状況であること（例えば、

１か月ごとに貨物の運送が行われること。）をいう。１回限りや、反復性が予見され

ない場合は除かれる。 
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（参考） 
一つの事業所の中に、工場、倉庫、管理棟等の複数の建物がある場合は、

工場、倉庫、管理棟等全ての建物の延べ面積の合計で判断する。 

（参考） 
例えば、建物の延べ面積であれば、貸しビルに入居している場合は事業所と

して賃借等している部分の面積で判断し、逆に自社ビルの一部を他の者に賃貸

等している場合は当該賃貸等の部分を除いた面積で判断するものとする。 

５ 第２第４号中の「資本金の額等」とは、「資本金の額、基金の総額、資産の総額又

は出資の総額」のことであり、商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）又は法人登

記規則（昭和３９年法務省令第４６号）及び関係法令の規定により商業・法人登記簿

に登記している額である。 

 

６ 第２第４号中の「建物の延べ面積が１万平方メートルを超える事業所又は敷地面積

が３万平方メートルを超える事業所を有するもの」の判断は、次のとおり行う。 

（１）建物の延べ面積及び敷地面積に係る要件の判断は、個々の事業所の面積について

行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

（２）建物の延べ面積及び敷地面積は、事業所に係る部分の面積で算定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）建設工事の現場については、敷地面積による判断は行わず、現場事務所の延べ面

積のみで判断するものとする。 

 

７ 第２第７号ア中の「重要港湾」とは、港湾法施行令（昭和２６年政令第４号）別表

第１に掲げる名古屋港、衣浦港及び三河港の３港をいう。 

 

８ 第２第７号イ中の「空港」とは、中部国際空港をいう。 

 

９ 第２第７号ウ中の「鉄道の貨物駅」とは、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）

第２条第１項の鉄道事業の路線に設けられた貨物を取扱う駅をいう。 

また、「上屋又は荷さばき場」とは、積卸する貨物等を一時保管し、及び方面別に仕

分けする場所をいう。上屋は、荷さばき場のうち、屋根のある場所をいう。 

 

10 第２第 10 号に規定する「車種規制適合車標章」とは、次のものをいう。 

（１）環境省及び国土交通省が規定する「基準適合表示交付要領」に基づくもの 

（２）国土交通大臣が「低排出ガス車認定実施要領」（平成１２年運輸省告示第１０３号）

に基づき認定した低排出ガス車、低排出重量車又は「超低ＰＭ排出ディーゼル車認

定制度」に基づき認定する超低ＰＭ排出ディーゼル車に対して交付されるもの 
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（参考） 
災害が発生した時以外にも、例えば当該車両を使用して防災訓練を行う場合、

当該車両の車検・法定点検を受ける場合や当該車両の修理等を行う場合は、第

４の規定は適用しない。 

（３）東京都が交付する東京都適合車標章（猶予期間にある自動車用を除く。） 

（４）大阪府生活環境の保全等に関する条例（平成６年大阪府条例第６号）第４０条の

１６第１項に基づくもの（経過措置対象車表示用を除く。） 

 

11 第３に規定する「エコドライブ」とは、具体的には次の項目をいう。 

ふんわりアクセル『e スタート』 やさしい発進を心がける。 

車間距離にゆとりをもって、加速・減

速の少ない運転 

車間距離は余裕をもって、交通状況に応じ

た安全な定速走行に努める。 

減速時は早めにアクセルを離そう エンジンブレーキを積極的に使う。 

エアコンの使用は適切に 車内を冷やし過ぎないようにする。 

ムダなアイドリングはやめよう 
無用なアイドリングをやめる。 

エンジンをかけたらすぐ出発する。 

渋滞を避け、余裕をもって出発しよう

出かける前に道路交通情報等を活用して、

行き先やルートをあらかじめ確認し、時間

に余裕をもって出発する。 

タイヤの空気圧から始める点検・整備
タイヤの空気圧を適正に保つなど、確実な

点検・整備を実施する。 

不要な荷物はおろそう 運ぶ必要のない荷物は車からおろす。 

走行の妨げとなる駐車はやめよう 
渋滞などをまねくことから、迷惑駐車はや

める。 

自分の燃費を把握しよう 
自分の車の燃費を把握することを習慣に

する。 

 

12 第４に規定する「車種規制非適合車の不使用」について、災害等が発生したときは、

この限りではない。 

 

 

 

 

13 第６第１項から第３項に規定する「対象自動車によらない場合を除き、車種規制非

適合車を使用しないことを求める」とは、運送を委託する者や物品等の販売、貸出し

又は譲渡しをする者に対し、「対象自動車により運送を行う場合は、車種規制非適合車

を使用しないことを求める」ことである。 
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（参考） 
次に掲げる場合は、「発地又は着地」に該当しない。 
① 法令等の規定に基づき停車しなければならない場合 
② 交通検問等、警察官に停止を求められた場合 
③ 疲労回復のために一時的に休憩する場合 
④ 生理的現象のために一時的に停車する場合（トイレ休憩、飲料の購入、

食事） 
ただし、食事については、旅行の行程上、あらかじめ食事をとる場所を

予約している場合は、発地又は着地に含む。 
⑤ 自動車運転者の労働時間等の改善等のための基準（平成元年労働省告示

第７号）の規定により、連続運転４時間ごとの休憩をとるとき、又は営業

所から遠隔の地において１日の勤務終了後に８時間の休息をとるとき 

14 第６第３項中の「対策地域を発地又は着地として」とは、運行の一部分を構成する

運行区間のそれぞれにおいて、発地又は着地のいずれか（又はその両方）が対策地域

に存することをいう。 

「発地又は着地」とは、最初の出発地又は最終の到着地のみならず、運行の目的を

達成するための出発地又は到着地をいい、車庫（入庫又は出庫）、人の乗降を行う場所

及び営業拠点（運行計画等の指示を受ける等）は発地又は着地に該当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 第６第１項から第３項に規定する「車種規制非適合車を使用しないことを求める」

方法として、次のような方法が挙げられる。 

（１）車種規制非適合車を使用しないよう契約書に記載する。 

（２）運送事業者等に対して文書や周知用チラシ等を配布して依頼する。 

（３）荷下ろし場などの敷地内に車種規制非適合車を使用しない旨の看板を設置する。 

 

16 第６第４項に規定する「車種規制非適合車が使用されていないかどうかを確認する」

方法として、次のような方法が挙げられる。 

（１）対象自動車に第２第 10 号に規定する車種規制適合車標章が表示されているかど

うかで確認する。 

（２）自動車検査証(車検証)の備考欄に記載されている自動車 NOx･PM 法の排出基準の

適否によって、確認する。 

（３）使用する車両ごとに車種規制適合か非適合の別を記載した運送車両一覧を提出さ

せ、確認する。 

 

17 第８中の「周知するための措置」とは、チラシや看板等により、当該施設に対象自

動車で出入りする者に対して車種規制非適合車を使用しないよう周知することである。 
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18 第９第１項中の「周知の措置」とは、チラシ等により、対象自動車を購入し、又は

賃借する者に対して車種規制非適合車を使用しないよう周知することである。 

 

19 第９第２項中の「周知するための措置」とは、チラシ等により、対象自動車の整備

を受ける者に対して車種規制適合車標章を表示するよう周知することである。 

 

20 別紙様式「措置等報告書」は、特定荷主等にあっては、事業所ごとに提出すること

とし、当該事業所の所在地を所管する県民事務所環境保全課（名古屋市内に事業所が

ある事業者は名古屋市環境局地域環境対策部大気環境対策課、岡崎市内に事業所があ

る事業者は岡崎市環境部環境保全課）に提出するものとする。 

特定旅行業者にあっては、事業者ごとに提出することとし、県内の本社又は主たる

事業所の所在地を所管する県民事務所環境保全課（名古屋市内に事業所がある事業者

は名古屋市環境局地域環境対策部大気環境対策課、岡崎市内に事業所がある事業者は

岡崎市環境部環境保全課）に提出するものとする。 

 

附 則 

この取扱要領は、平成２２年９月３０日から施行する。 

 附 則 

この取扱要領は、平成２５年４月２４日から施行する。 


